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平成 21年 結果の概況 

Ⅰ  情報技術関連の機器・サービスの保有・利用状況 

１ 概要 

(1) インターネットが利用できる機器のうち保有割合が最も高いのはパソコン 

世帯全体において、インターネットが利用できる機器を保有している世帯の割合は

67.1％で、前年に比べ 3.2ポイントの上昇となっている。 

また、インターネットが利用できる機器の保有状況（複数回答）をみると、パソコ

ンが 59.0％（機器保有世帯の 87.9％）と最も高く、次いで移動電話機（携帯電話・Ｐ

ＨＳ）が 47.7％（同 71.1％）などとなっている。これを前年と比べると、パソコンは

3.4 ポイントの上昇、移動電話機（携帯電話・ＰＨＳ）は 1.5ポイントの上昇となって

いる。（表１、図１） 

表１  インターネットが利用できる機器の保有状況 

 

 
図１  インターネットが利用できる機器の保有状況（世帯全体に対する割合） 

 

（％）

パソコン
移動電話機
(携帯電話
･ＰＨＳ)

テレビ その他

【世帯全体に対する割合】

  平成14年　  48.8  40.4  34.7  6.2  15.0  50.1
　　　15  53.6  45.4  39.3  6.8  16.4  45.2
　　　16 55.8 46.9 41.9 6.7 15.7 43.1
　　　17  57.0  49.1  42.5  7.2  16.4  41.8
　　　18  60.5  53.2  43.7  6.5  14.1  37.8
　　　19  62.1  53.5  45.9  7.6  15.5  36.5
　　　20(a)  63.9  55.6  46.2  8.1  1.3  35.6
　　　21(b)  67.1  59.0  47.7  8.4  1.7  32.5
ポイント差(b-a)  3.2  3.4  1.5  0.3 0.4 -3.1

【「インターネットが利用できる機器を保有している」世帯に対する割合】

  平成14年　  100.0  82.8  71.1  12.7  30.7 -
　　　15  100.0  84.7  73.3  12.7  30.6 -
　　　16  100.0  84.1  75.1  12.0  28.1 -
　　　17  100.0  86.1  74.6  12.6  28.8 -
　　　18  100.0  87.9  72.2  10.7  23.3 -
　　　19  100.0  86.2  73.9  12.2  25.0 -
　　　20  100.0  87.0  72.3  12.7  2.0 -
　　　21  100.0  87.9  71.1  12.5  2.5 -

保有して
いる

保有して
いない

（注）保有している機器の種類は複数回答。
      平成14年から19年までは、保有している機器の種類として、携帯情報端末（PDA）、テレビゲーム機、固定電話機も
      個別に調査していたが、本表においてこれらは「その他」に含めて表章している。
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(2) インターネットの利用時間が最も長い通信手段の割合が最も高いのは光ファイバー

回線 

世帯全体において、インターネットを利用している（世帯が保有している機器によ

る利用。ただし、電話機での直接の利用は除く。）世帯の割合は 53.3％で、前年に比べ

3.7 ポイントの上昇となっている。 

また、利用時間が最も長い通信手段の割合をみると、光ファイバー回線が前年に比

べ 3.9ポイント上昇し 23.3％（インターネットを利用している世帯の 43.7％）と最も

高く、次いでｘＤＳＬ回線が 15.1％（同 28.3％）、ケーブルテレビ回線が 9.1％（同

17.1％）、ＩＳＤＮ回線が 2.4％（同 4.5％）などとなっている。（表２、図２） 

表２  インターネットの利用時間が最も長い通信手段 

 

 

図２  インターネットの利用時間が最も長い通信手段（世帯全体に対する割合） 

 

（％）

アナログ

電話回線

ＩＳＤＮ

回線

ｘＤＳＬ

回線

ケーブル

テレビ

回線

光ファイバー

回線
その他

【世帯全体に対する割合】

  平成14年　  26.0  9.4  6.8  4.8  2.7 ...  2.1

　　　15  34.8  9.1  6.8  11.8  4.4 ...  2.4

　　　16 36.1 6.1 6.2 15.1 5.2 ...  3.2

　　　17  39.1  5.2  6.8  16.3  6.3 ...  4.2

　　　18  44.4  4.6  6.1  15.1  7.3  9.1  1.8

　　　19  45.9  3.6  5.4  13.8  6.9  13.6  2.1

　　　20(a)  49.6  2.2  2.7  16.3  7.8  19.4  0.8

　　　21(b)  53.3  2.0  2.4  15.1  9.1  23.3  0.8

ポイント差(b-a)  3.7 -0.2 -0.3 -1.2  1.3  3.9  0.0

【「インターネットを利用している」世帯に対する割合】

  平成14年　  100.0  36.2  26.2  18.5  10.4 ...  8.1

　　　15  100.0  26.1  19.5  33.9  12.6 ...  6.9

　　　16  100.0  16.9  17.2  41.8  14.4 ...  8.9

　　　17  100.0  13.3  17.4  41.7  16.1 ...  10.7

　　　18  100.0  10.4  13.7  34.0  16.4  20.5  4.1

　　　19  100.0  7.8  11.8  30.1  15.0  29.6  4.6

　　　20  100.0  4.4  5.4  32.9  15.7  39.1  1.6

　　　21  100.0  3.8  4.5  28.3  17.1  43.7  1.5

（注）光ファイバー回線は平成18年から調査項目としている。17年までは「その他」に含まれていた。

      インターネットの利用は世帯が保有している機器による利用。ただし、i(L)モードなどの電話機での直接の利用を除く。
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(3) インターネットを通じて注文をした世帯の割合は上昇 

世帯全体において、商品・サービスの購入（着信メロディのダウンロードなどは除

く。）のためのインターネットの利用状況をみると、インターネットを通じて注文をし

た世帯員がいる世帯の割合は 25.5％で、前年に比べ 3.0 ポイントの上昇となっている。 

また、インターネットオークションを利用した世帯員がいる世帯の割合は 6.0％で、

前年に比べ 0.5ポイントの上昇となっている。（表３、図３） 

表３  商品・サービスの購入のためのインターネットの利用状況 

 

図３  商品・サービスの購入のためのインターネットの利用状況（世帯全体に対する割合） 

 

（％）

インターネットを通じて

注文をした世帯員がいる

インターネット

オークションを利用した

世帯員がいる

【世帯全体に対する割合】

  平成14年　  37.0  11.5 ...

　　　15  41.6  14.8 ...

　　　16  42.6  16.6 ...

　　　17 45.6 19.1 ...

　　　18  50.2  21.1  5.5

　　　19  50.7  22.3  5.8

　　　20(a)  51.3  22.5  5.5

      21(b)  54.5  25.5  6.0

ポイント差(b-a)  3.2  3.0  0.5

【「インターネットを利用した世帯員がいる」世帯に対する割合】

  平成14年　  100.0  31.1 ...

　　　15  100.0  35.6 ...

　　　16  100.0  39.0 ...

　　　17  100.0  41.9 ...

　　　18  100.0  42.0  11.0

　　　19  100.0  44.0  11.4

　　　20  100.0  43.9  10.7

      21  100.0  46.8  11.0
（注）インターネットオークションを利用した世帯員の有無は平成18年から調査項目としている。
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２ 世帯主の年齢階級別 

(1) すべての年齢階級でインターネットが利用できる機器の保有割合が上昇 

二人以上の世帯について、インターネットが利用できる機器を保有している世帯の

割合を世帯主の年齢階級別にみると、40～49 歳が 90.6％と最も高く、次いで 30～39

歳が 89.9％、50～59 歳が 85.5％などとなっており、70 歳以上が 45.3％と最も低くな

っている。これを前年と比べると、すべての年齢階級で上昇となっている。 

また、インターネットが利用できる機器の保有状況（複数回答）をみると、30 歳以

上の各年齢階級ではパソコンが最も高くなっているが、30 歳未満では移動電話機（携

帯電話・ＰＨＳ）が最も高くなっている。（表４、図４） 

表４  世帯主の年齢階級別インターネットが利用できる機器の保有状況（二人以上の世帯） 

 

（％）

平均 30歳未満 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

平成14年

保有している 52.7 67.4 74.7 70.1 59.1 39.0 22.3

　　パソコン 45.3 47.8 62.2 60.7 52.4 33.9 19.2

　　移動電話機（携帯電話・ＰＨＳ） 36.5 56.0 57.8 52.1 40.5 23.1 11.2

　　テレビ 7.1 3.5 5.4 7.2 8.8 8.3 4.6
保有していない 46.2 32.0 25.0 29.0 40.0 59.6 75.8

平成15年

保有している 58.6 73.4 78.9 78.1 67.4 45.4 26.4

　　パソコン 51.3 53.5 66.8 70.1 60.3 39.9 22.5

　　移動電話機（携帯電話・ＰＨＳ） 41.6 63.7 63.9 60.5 47.1 27.2 14.3

　　テレビ 7.6 5.4 4.5 7.6 9.8 8.6 5.7
保有していない 40.5 25.2 20.6 21.6 31.9 53.2 71.9

平成16年

保有している 60.8 70.9 80.3 80.4 70.0 50.2 29.2

　　パソコン 53.1 52.9 69.2 72.0 62.7 43.3 23.8

　　移動電話機（携帯電話・ＰＨＳ） 44.7 63.1 66.7 63.9 51.1 32.7 16.9

　　テレビ 7.9 5.5 5.6 7.7 9.5 8.9 6.2
保有していない 38.3 28.4 19.4 19.0 29.4 48.8 68.8

平成17年

保有している 62.8 71.1 81.5 82.6 73.1 52.9 31.6

　　パソコン 55.6 53.4 70.9 75.2 65.9 46.7 26.3

　　移動電話機（携帯電話・ＰＨＳ） 46.0 62.8 68.2 66.2 53.9 33.5 18.3

　　テレビ 8.6 5.7 6.1 7.9 10.9 9.4 7.1
保有していない 36.3 28.7 18.0 17.0 26.3 46.0 66.6

平成18年

保有している 65.4 79.4 84.1 85.3 74.8 56.2 35.5

　　パソコン 59.2 62.4 73.7 79.2 68.9 51.3 30.7

　　移動電話機（携帯電話・ＰＨＳ） 45.9 66.8 69.6 66.4 52.0 33.6 19.6

　　テレビ 7.2 7.1 5.5 5.9 7.9 8.7 6.9
保有していない 33.0 19.7 15.5 14.2 23.9 41.9 61.7

平成19年

保有している 67.5 77.8 85.4 87.1 77.5 59.7 38.0

　　パソコン 60.4 53.7 75.4 80.7 71.3 53.4 31.5

　　移動電話機（携帯電話・ＰＨＳ） 48.3 67.1 71.4 70.0 55.1 37.1 21.9

　　テレビ 8.4 8.6 6.6 7.2 9.2 9.5 8.2
保有していない 31.3 21.2 14.1 12.6 21.5 38.9 59.5

平成20年(a)

保有している 70.0 79.7 87.6 89.4 81.2 64.5 42.3

　　パソコン 63.2 64.5 79.6 83.0 75.1 57.9 35.8

　　移動電話機（携帯電話・ＰＨＳ） 49.8 68.5 72.9 71.0 58.9 40.4 24.3

　　テレビ 8.8 10.2 7.8 7.2 8.7 10.1 8.9
保有していない 29.6 19.8 12.3 10.5 18.5 35.1 56.9

平成21年(b)

保有している 73.7 84.2 89.9 90.6 85.5 68.3 45.3

　　パソコン 66.8 66.6 79.7 84.7 79.7 62.1 38.4

　　移動電話機（携帯電話・ＰＨＳ） 51.7 73.5 73.7 71.0 61.5 41.6 26.4

　　テレビ 9.7 11.0 9.9 10.0 8.7 10.2 9.5
保有していない 26.1 15.8 9.9 9.3 14.4 31.4 54.1

ポイント差(b-a)

保有している 3.7 4.5 2.3 1.2 4.3 3.8 3.0

　　パソコン 3.6 2.1 0.1 1.7 4.6 4.2 2.6

　　移動電話機（携帯電話・ＰＨＳ） 1.9 5.0 0.8 0.0 2.6 1.2 2.1

　　テレビ 0.9 0.8 2.1 2.8 0.0 0.1 0.6
保有していない -3.5 -4.0 -2.4 -1.2 -4.1 -3.7 -2.8

（注）年齢階級ごとの世帯総数に対する割合。図４も同じ。

      保有している機器の種類は複数回答。
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図４  世帯主の年齢階級別インターネットが利用できる機器の保有状況（二人以上の世帯） 
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(2) インターネットを利用した世帯員がいる割合が最も高いのは 40～49歳の世帯 

二人以上の世帯について、インターネットを利用した世帯員がいる世帯の割合を世

帯主の年齢階級別にみると、40～49歳が 81.9％と最も高く、次いで 30～39歳が 81.8％、

30 歳未満が 74.2％などとなっており、70歳以上が 30.1％と最も低くなっている。 

また、商品・サービスを購入する際に、インターネットを通じて注文をした世帯員

がいる世帯の割合をみると、30～39 歳が 44.7％と最も高く、70 歳以上が 10.1％と最

も低くなっている。（表５、図５） 

 
表５  世帯主の年齢階級別インターネットの利用状況（二人以上の世帯） 

 

図５  世帯主の年齢階級別インターネットの利用状況（二人以上の世帯）－ 平成 21年 

 

（％）

平均 30歳未満 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

平成14年

インターネットを利用した世帯員がいる 39.6 55.3 61.2 55.6 43.7 26.5 13.4

　インターネットを通じて注文をした世帯員がいる 12.1 17.1 22.8 16.1 13.2 7.5 3.1

平成15年

インターネットを利用した世帯員がいる 44.8 59.0 66.1 63.9 51.4 31.2 16.4

　インターネットを通じて注文をした世帯員がいる 16.3 22.1 27.0 23.0 18.5 10.6 4.8

平成16年

インターネットを利用した世帯員がいる 46.9 57.0 67.5 68.3 54.4 34.5 17.7

　インターネットを通じて注文をした世帯員がいる 18.2 25.6 29.2 27.9 20.2 12.7 5.1

平成17年

インターネットを利用した世帯員がいる 50.1 56.9 68.8 71.8 59.8 38.4 20.4

　インターネットを通じて注文をした世帯員がいる 21.7 26.8 33.7 34.1 25.8 14.1 7.3

平成18年

インターネットを利用した世帯員がいる 53.5 66.4 72.7 76.2 62.0 42.7 23.9

　インターネットを通じて注文をした世帯員がいる 21.6 33.3 33.7 31.8 25.6 15.2 7.5

平成19年

インターネットを利用した世帯員がいる 54.9 61.0 76.4 78.7 64.6 44.1 24.6

　インターネットを通じて注文をした世帯員がいる 23.7 29.7 38.5 34.5 28.3 17.7 7.7

平成20年(a)

インターネットを利用した世帯員がいる 57.2 70.7 78.1 80.6 69.7 48.8 27.1

　インターネットを通じて注文をした世帯員がいる 25.2 35.9 41.3 39.4 31.4 18.0 8.7

平成21年(b)

インターネットを利用した世帯員がいる 61.0 74.2 81.8 81.9 73.6 52.7 30.1

　インターネットを通じて注文をした世帯員がいる 28.6 43.1 44.7 43.2 36.2 20.6 10.1

ポイント差(b-a)

インターネットを利用した世帯員がいる 3.8 3.5 3.7 1.3 3.9 3.9 3.0

　インターネットを通じて注文をした世帯員がいる 3.4 7.2 3.4 3.8 4.8 2.6 1.4
（注）年齢階級ごとの世帯総数に対する割合。図５も同じ。
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３ 世帯主の職業別 

(1) インターネットが利用できる機器の保有割合が最も高いのは雇用されている人の世

帯 

二人以上の世帯について、インターネットが利用できる機器を保有している世帯の

割合を世帯主の職業別にみると、雇用されている人が 84.9％と最も高く、次いで会社

などの役員が 83.9％、自営業主・その他が 70.9％などとなっている。（表６、図６） 

 

表６   世帯主の職業別インターネットが利用できる機器の保有状況（二人以上の世帯）

 

（％）

平均
雇用されて

いる人

会社などの

役員

自営業主

・その他
無職

平成14年

保有している 52.7 64.3 68.1 46.8 29.3
パソコン 45.3 55.0 62.3 40.1 25.1
移動電話機（携帯電話・ＰＨＳ） 36.5 46.9 48.3 31.3 15.6
テレビ 7.1 7.1 13.0 7.8 5.4

保有していない 46.2 35.0 31.2 52.0 68.9

平成15年

保有している 58.6 71.0 71.4 55.0 33.3
パソコン 51.3 62.2 66.0 47.4 28.6
移動電話機（携帯電話・ＰＨＳ） 41.6 53.5 52.1 37.7 18.2
テレビ 7.6 7.1 12.5 8.7 6.6

保有していない 40.5 28.3 28.0 43.9 65.3

平成16年

保有している 60.8 72.8 74.8 58.7 37.4
パソコン 53.1 64.1 69.0 50.3 31.6
移動電話機（携帯電話・ＰＨＳ） 44.7 56.8 56.1 41.0 22.7
テレビ 7.9 7.9 14.0 8.3 6.5

保有していない 38.3 26.7 24.4 40.0 61.2

平成17年

保有している 62.8 75.0 76.6 58.7 40.2
パソコン 55.6 66.7 70.4 51.9 34.4
移動電話機（携帯電話・ＰＨＳ） 46.0 58.1 58.9 40.7 24.4
テレビ 8.6 8.5 12.4 9.1 7.9

保有していない 36.3 24.5 22.8 40.5 58.3

平成18年

保有している 65.4 77.2 77.6 62.4 43.3
パソコン 59.2 69.9 73.3 56.0 38.8
移動電話機（携帯電話・ＰＨＳ） 45.9 57.8 56.0 41.1 24.9
テレビ 7.2 6.8 12.6 6.9 7.3

保有していない 33.0 21.8 21.7 35.8 54.4

平成19年

保有している 67.5 79.2 80.7 62.9 45.8
パソコン 60.4 71.7 74.4 55.6 39.8
移動電話機（携帯電話・ＰＨＳ） 48.3 61.0 58.6 42.3 26.6
テレビ 8.4 8.2 12.0 8.9 7.9

保有していない 31.3 20.0 18.5 35.6 52.3

平成20年(a)

保有している 70.0 81.8 80.4 67.5 48.9
パソコン 63.2 74.7 75.7 60.7 42.5
移動電話機（携帯電話・ＰＨＳ） 49.8 62.9 56.4 43.9 29.3
テレビ 8.8 8.5 12.3 9.0 8.5

保有していない 29.6 17.9 19.3 32.1 50.5

平成21年(b)

保有している 73.7 84.9 83.9 70.9 53.2
パソコン 66.8 77.7 79.0 64.1 46.5
移動電話機（携帯電話・ＰＨＳ） 51.7 63.3 62.2 46.5 31.8
テレビ 9.7 10.0 13.6 9.0 8.8

保有していない 26.1 15.0 16.1 28.8 46.3

ポイント差(b-a)

保有している 3.7 3.1 3.5 3.4 4.3
パソコン 3.6 3.0 3.3 3.4 4.0
移動電話機（携帯電話・ＰＨＳ） 1.9 0.4 5.8 2.6 2.5
テレビ 0.9 1.5 1.3 0.0 0.3

保有していない -3.5 -2.9 -3.2 -3.3 -4.2

（注）職業ごとの世帯総数に対する割合。図6も同じ。

      保有している機器の種類は複数回答。
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図６  世帯主の職業別インターネットが利用できる主な機器の保有状況（二人以上の世帯）－ 平成 21年 
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(2) インターネットを利用した世帯員がいる割合が最も高いのは雇用されている人の世

帯 

二人以上の世帯について、インターネットを利用した世帯員がいる世帯の割合を世

帯主の職業別にみると、雇用されている人が 73.5％と最も高く、次いで会社などの役

員が 72.0％、自営業主・その他が 56.9％などとなっている。 

また、商品・サービスを購入する際に、インターネットを通じて注文をした世帯員

がいる世帯の割合を世帯主の職業別にみると、雇用されている人が 36.6％と最も高く、

次いで会社などの役員が 36.1％、自営業主・その他が 27.2％などとなっている。（表

７、図７） 

表７  世帯主の職業別インターネットの利用状況（二人以上の世帯） 

 
図７  世帯主の職業別インターネットの利用状況（二人以上の世帯）－ 平成 21年 

 

（％）

平均
雇用されて

いる人
会社などの

役員
自営業主・

その他
無職

【インターネットを利用した世帯員がいる】

　平成14年　 39.6 50.0 55.0 33.0 18.9

      15 44.8 56.3 58.1 39.7 22.1

      16 46.9 58.7 62.3 43.0 24.8

      17 50.1 62.0 65.2 45.4 27.8

      18 53.5 65.4 67.4 48.9 31.5

      19 54.9 67.8 68.3 48.0 32.6

      20  (a) 57.2 70.5 70.0 53.8 33.8

      21  (b) 61.0 73.5 72.0 56.9 38.6

　ポイント差(b-a) 3.8 3.0 2.0 3.1 4.8

【インターネットを通じて注文をした世帯員がいる】

　平成14年　 12.1 15.1 19.6 10.7 5.1

      15 16.3 20.7 24.2 14.7 6.4

      16 18.2 23.1 27.7 16.4 8.5

      17 21.7 27.9 31.2 19.0 10.0

      18 21.6 27.5 29.1 20.1 10.3

      19 23.7 30.4 33.0 20.2 11.5

      20  (a) 25.2 32.5 36.1 23.7 11.2

      21  (b) 28.6 36.6 36.1 27.2 13.6

　ポイント差(b-a) 3.4 4.1 0.0 3.5 2.4

（注）職業ごとの世帯総数に対する割合。図７も同じ。
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４ 年間収入階級別 

(1) インターネットが利用できる機器の保有割合は年間収入階級に比例して高くなる傾

向 

二人以上の世帯について、インターネットが利用できる機器を保有している世帯の

割合を年間収入階級別にみると、年間収入階級が高いほど割合が高くなる傾向がある。

（表８、図８） 

表８  年間収入階級別インターネットが利用できる機器の保有状況（二人以上の世帯） 

 

 

 

図８  年間収入階級別インターネットが利用できる機器の保有状況（二人以上の世帯）－ 平成 21年 
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2000万円
以上

　平成14年　 52.7 19.4 23.5 37.8 48.9 56.0 64.3 68.8 78.7 83.1

      15 58.6 20.9 30.5 42.5 56.0 63.0 70.3 76.1 83.1 84.9

      16 60.8 23.3 33.6 46.3 59.0 67.6 74.2 78.6 85.7 87.3

      17 62.8 24.5 35.8 48.8 62.9 70.3 73.7 79.2 86.2 90.9

      18  　 65.4 27.3 37.8 53.4 64.7 73.6 77.8 81.9 88.3 92.8

      19  　 67.5 31.5 40.3 55.3 67.1 75.5 81.3 84.1 89.0 91.3

      20 70.0 32.8 44.9 58.0 70.7 79.8 82.4 86.9 93.7 92.8

      21 73.7 38.3 48.3 63.8 75.8 82.5 87.2 90.8 91.2 92.2 93.2 93.8 94.4 89.0

（注）年間収入階級ごとの世帯総数に対する割合。図８も同じ。
      平成21年から年間収入階級の区分を変更した。

74.7

84.1

85.7

86.4

86.9

89.6

81.9

83.6

86.1

86.1

88.8

93.4

93.1

79.2

0

30

40

50

60

70

80

90

100

平均 200万円

未満

200～

300万円

300～

400万円

400～

500万円

500～

600万円

600～

700万円

700～

800万円

800～

900万円

900～

1000万円

1000～

1250万円

1250～

1500万円

1500～

2000万円

2000万円

以上

（％）



- 11 - 
 

(2) 年間収入階級が高いほどインターネットを利用した世帯員がいる世帯の割合は高く

なる傾向 

二人以上の世帯について、インターネットを利用した世帯員がいる世帯の割合を年

間収入階級別にみると、年間収入階級が高いほど割合が高くなる傾向がある。 

また、商品・サービスを購入する際に、インターネットを通じて注文をした世帯員

がいる世帯の割合は、年間収入階級が高いほど高くなる傾向があり、年間収入階級 2000

万円以上の世帯では 52.2％となっている。（表９、図９） 

表９  年間収入階級別インターネットの利用状況（二人以上の世帯） 

 
図９ 年間収入階級別インターネットの利用状況（二人以上の世帯）－ 平成 21年 
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 平成14年　 39.6 11.8 14.3 24.4 35.2 41.2 47.5 51.8 64.5 71.1

 15 44.8 12.5 18.9 28.2 39.7 46.6 54.7 61.9 70.4 73.9

     16 46.9 13.2 20.8 30.9 42.9 51.3 60.8 63.7 75.1 77.1

     17 50.1 14.4 23.1 33.6 47.8 55.0 61.4 67.1 76.7 81.8

     18  　 53.5 16.2 24.6 37.9 50.4 60.6 65.2 72.0 81.3 86.8

     19  　 54.9 18.2 26.7 39.9 53.0 62.1 68.0 71.2 79.9 86.4

     20 57.2 19.4 29.5 41.9 55.2 66.0 71.1 76.2 86.5 87.6

     21 61.0 23.0 32.3 47.9 61.0 69.2 75.2 80.5 82.1 83.6 87.5 87.1 87.0 83.8
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 平成14年　 12.1 3.9 3.0 6.1 9.7 12.4 14.4 15.4 22.3 26.8

 15 16.3 3.1 5.2 9.1 13.0 15.5 18.3 24.5 28.4 29.8

     16 18.2 3.9 6.2 10.6 15.2 18.1 23.6 25.5 33.3 37.7

     17 21.7 4.1 7.5 12.0 19.5 22.4 27.2 29.7 37.4 45.1

     18  　 21.6 5.3 7.8 12.5 18.1 25.0 24.7 31.6 37.1 40.9

     19  　 23.7 5.7 9.4 13.8 19.6 26.0 30.8 31.7 41.3 44.4

     20 25.2 6.8 10.1 16.1 20.5 28.4 30.7 34.3 44.4 47.6

     21 28.6 8.6 12.1 18.1 25.9 32.1 33.5 41.9 41.7 46.2 49.4 48.7 51.3 52.2

（注）年間収入階級ごとの世帯総数に対する割合。図９も同じ。
      平成21年から年間収入階級の区分を変更した。
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Ⅱ 電子マネーの保有・利用状況 

１ 概要 

(1) 電子マネーの保有割合が最も高いのは関東地方 

世帯全体において、電子マネーを持っている世帯員がいる世帯の割合は 28.3％とな

っており、前年に比べ 3.9 ポイントの上昇となっている。これを地方別にみると、関

東が 48.0％と最も高く、次いで近畿が 22.7％、北海道が 17.9％などとなっている。こ

れを前年と比べると、北海道では 6.8 ポイントの上昇、東海で 5.9 ポイントの上昇な

どとなっており、九州・沖縄では 0.3 ポイントの上昇となっている。都市階級別にみ

ると、大都市が 38.6％と最も高くなっている。これを前年と比べると、いずれの都市

階級でも上昇となっている。（表 10、図 10） 

 

表 10  電子マネーの保有状況 

（％）

北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国
九州・
沖縄

大都市 中都市
小都市

Ａ
小都市Ｂ
・町村

【電子マネーを持っている世帯員がいる】

平成20年(a) 24.4 11.1 12.2 44.3 12.7 11.8 18.8 13.4 10.5 11.3 34.4 24.5 20.1 13.2

　　21　(b) 28.3 17.9 17.0 48.0 16.3 17.7 22.7 16.6 14.1 11.6 38.6 29.1 24.0 15.4

ポイント差(b-a) 3.9 6.8 4.8 3.7 3.6 5.9 3.9 3.2 3.6 0.3 4.2 4.6 3.9 2.2

（注）地方・都市階級ごとの世帯総数に対する割合。図10も同じ。
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図 10  電子マネーの保有状況 
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(2) 電子マネーの利用回数が最も多いのは交通機関 

世帯全体において、電子マネーを利用した世帯員がいる世帯の割合は 21.0％となっ

ており、前年に比べ 3.0ポイントの上昇となっている。 

また、世帯全体において、電子マネーの利用回数が最も多かった場所の割合をみる

と、交通機関が 14.3％と最も高く、次いでコンビニエンスストアが 3.9％などとなっ

ている。これを地方別にみると、関東では交通機関が 32.7％と最も高い割合となって

いる。（表 11、図 11） 

 
表 11  電子マネーの利用回数が最も多かった場所 

（％）

北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国
九州・
沖縄

大都市 中都市
小都市

Ａ
小都市Ｂ
・町村

平成20年(a)

電子マネーを利用した世帯員がいる 18.0 5.4 7.1 36.9 6.7 6.5 11.4 7.6 6.3 6.4 28.5 17.3 13.7 8.0
  【利用回数が最も多かった場所】

    交通機関 12.5 0.8 2.5 30.5 1.7 1.4 6.5 2.6 2.1 1.0 22.6 11.7 8.9 2.6

    コンビニエンスストア 3.2 3.0 2.8 3.7 3.8 3.2 2.5 2.5 2.3 3.5 3.2 3.5 2.7 3.2

    その他 2.0 1.7 1.8 2.3 1.2 1.9 2.2 2.4 1.5 1.8 2.2 1.8 1.9 2.1

平成21年(b)

電子マネーを利用した世帯員がいる 21.0 9.5 9.3 40.6 6.9 10.9 14.5 9.5 7.9 6.5 31.0 20.6 17.8 9.3
  【利用回数が最も多かった場所】

    交通機関 14.3 3.1 2.2 32.7 2.2 3.0 9.2 4.4 1.7 1.3 23.6 14.0 10.7 4.1
    コンビニエンスストア 3.9 3.4 3.8 4.7 2.6 5.8 2.6 2.8 3.2 2.5 4.4 4.0 4.2 2.3
    その他 2.6 3.0 3.2 2.9 2.1 2.2 2.5 2.0 3.0 2.6 2.8 2.4 2.8 2.8

ポイント差(b-a)

電子マネーを利用した世帯員がいる 3.0 4.1 2.2 3.7 0.2 4.4 3.1 1.9 1.6 0.1 2.5 3.3 4.1 1.3
  【利用回数が最も多かった場所】

    交通機関 1.8 2.3 -0.3 2.2 0.5 1.6 2.7 1.8 -0.4 0.3 1.0 2.3 1.8 1.5

    コンビニエンスストア 0.7 0.4 1.0 1.0 -1.2 2.6 0.1 0.3 0.9 -1.0 1.2 0.5 1.5 -0.9

    その他 0.6 1.3 1.4 0.6 0.9 0.3 0.3 -0.4 1.5 0.8 0.6 0.6 0.9 0.7
（注）地方・都市階級ごとの世帯総数に対する割合。図11も同じ。
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図 11  電子マネーの利用回数が最も多かった場所 － 平成 21年 
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２ 世帯主の年齢階級別 

(1) 電子マネーの保有割合が最も高いのは 40～49歳の世帯 

二人以上の世帯について、電子マネーを持っている世帯員がいる世帯の割合を世帯

主の年齢階級別にみると、40～49歳が 43.2％と最も高く、次いで 30～39歳が 41.8％、

30 歳未満が 38.2％などとなっており、70 歳以上が 16.7％と最も低くなっている。こ

れを前年と比べると、50～59歳が 4.0 ポイントの上昇、40～49歳が 3.8ポイントの上

昇などとなっている。（表 12、図 12） 

 
表 12  世帯主の年齢階級別電子マネーの保有状況（二人以上の世帯） 

（％）

平均 30歳未満 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

【電子マネーを持っている世帯員がいる】

平成20年(a) 26.3 36.2 41.2 39.4 30.2 20.2 12.4

　　21　(b) 29.7 38.2 41.8 43.2 34.2 23.0 16.7

ポイント差(b-a) 3.4 2.0 0.6 3.8 4.0 2.8 4.3

（注）年齢階級ごとの世帯総数に対する割合。図12も同じ。  
 

図 12  世帯主の年齢階級別電子マネーの保有状況（二人以上の世帯） 
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(2) 電子マネーの利用割合が最も高いのは 40～49歳の世帯 

二人以上の世帯について、電子マネーを利用した世帯員がいる世帯の割合を年齢階

級別にみると、40～49 歳が 31.1％と最も高く、70 歳以上が 13.7％と最も低くなって

いる。 

また、二人以上の世帯について、電子マネーの利用回数が最も多かった場所の割合

を世帯主の年齢階級別にみると、いずれの年齢階級でも交通機関が最も高い割合を占

めている。（表 13、図 13） 

表 13  世帯主の年齢階級別電子マネーの利用回数が最も多かった場所（二人以上の世帯） 

（％）

平均 30歳未満 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

平成20年(a)

電子マネーを利用した世帯員がいる 19.3 23.6 27.5 27.4 22.3 16.0 10.1

  【利用回数が最も多かった場所】

    交通機関 13.4 13.7 16.7 18.1 15.4 12.3 7.9

    コンビニエンスストア 3.4 4.2 7.4 6.0 3.8 1.7 1.0

    その他 2.1 4.5 3.0 2.6 2.7 1.8 1.1

平成21年(b)

電子マネーを利用した世帯員がいる 22.3 27.2 28.5 31.1 25.8 18.1 13.7

  【利用回数が最も多かった場所】

    交通機関 15.2 15.6 16.6 18.6 17.5 13.9 11.0

    コンビニエンスストア 3.8 5.5 7.1 7.4 4.3 1.9 1.0

    その他 3.2 5.9 4.6 4.8 3.8 2.2 1.7

ポイント差(b-a)

電子マネーを利用した世帯員がいる 3.0 3.6 1.0 3.7 3.5 2.1 3.6

  【利用回数が最も多かった場所】

    交通機関 1.8 1.9 -0.1 0.5 2.1 1.6 3.1

    コンビニエンスストア 0.4 1.3 -0.3 1.4 0.5 0.2 0.0

    その他 1.1 1.4 1.6 2.2 1.1 0.4 0.6

（注）年齢階級ごとの世帯総数に対する割合。図13も同じ。  

図 13  世帯主の年齢階級別電子マネーの利用回数が最も多かった場所（二人以上の世帯）－平成 21年 
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３ 世帯主の職業別 

(1) 電子マネーの保有割合が最も高いのは会社などの役員の世帯 

二人以上の世帯について、電子マネーを持っている世帯員がいる世帯の割合を世帯

主の職業別にみると、会社などの役員が 37.9％と最も高く、次いで雇用されている人

が 37.4％などとなっている。（表 14、図 14） 

 
表 14  世帯主の職業別電子マネーの保有状況（二人以上の世帯） 

（％）

平均 雇用されている人 会社などの役員 自営業主・その他 無職

【電子マネーを持っている世帯員がいる】

平成20年(a) 26.3 34.5 33.4 20.3 14.4

　　21　(b) 29.7 37.4 37.9 22.9 18.3

ポイント差(b-a) 3.4 2.9 4.5 2.6 3.9

（注）職業ごとの世帯総数に対する割合。図14も同じ。  
 

図 14  世帯主の職業別電子マネーの保有状況（二人以上の世帯）－ 平成 21年 
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(2) 電子マネーの利用金額が最も多いのは自営業主・その他の世帯 

二人以上の世帯について、電子マネーを利用した１世帯当たり１か月間の平均利用

金額を世帯主の職業別にみると、自営業主・その他が 9,298 円と最も多くなっている。

（表 15、図 15） 

 
表 15  世帯主の職業別電子マネーを利用した１世帯当たり１か月間の平均利用金額（二人以上の世帯） 

（円）

平均 雇用されている人 会社などの役員 自営業主・その他 無職

平成20年 8,727 8,476 11,139 9,260 8,186

　　21　 8,897 8,755 8,471 9,298 9,171

増減率（％） 1.9 3.3 -24.0 0.4 12.0  
 

図15  世帯主の職業別電子マネーを利用した１世帯当たり１か月間の平均利用金額(二人以上の世帯)－平成21年 
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４ 年間収入階級別 

(1) 年間収入階級 1000万円以上の世帯では電子マネーの保有割合は 50％を超える 

二人以上の世帯について、電子マネーを持っている世帯員がいる世帯の割合を年間

収入階級別にみると、年間収入階級が高いほど割合が高くなる傾向があり、年間収入

階級 1500～2000万円未満の世帯では 61.1％となっている。（表 16、図 16） 

 
表 16  年間収入階級別電子マネーの保有状況（二人以上の世帯） 

（％）

平均
200万円
未満

200～
300万円

300～
400万円

400～
500万円

500～
600万円

600～
700万円

700～
800万円

800～
900万円

900～
1000万円

1000～
1250万円

1250～
1500万円

1500～
2000万円

2000万円
以上

【電子マネーを持っている世帯員がいる】

平成20年 26.3 7.5 11.8 17.3 22.6 28.6 31.6 36.7 46.5 46.2

　　　　21 29.7 10.8 13.7 20.8 25.7 31.7 35.4 41.6 43.3 45.4 50.8 50.9 61.1 52.7

（注）年間収入階級ごとの世帯総数に対する割合。図16も同じ。

　　　平成21年から年間収入階級の区分を変更した。

51.440.2

 
 
 

図 16  年間収入階級別電子マネーの保有状況（二人以上の世帯）－ 平成 21年 

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

平均 200万円

未満

200～

300万円

300～

400万円

400～

500万円

500～

600万円

600～

700万円

700～

800万円

800～

900万円

900～

1000万円

1000～

1250万円

1250～

1500万円

1500～

2000万円

2000万円

以上

（％）

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 



- 19 - 
 

(2) すべての年間収入階級で電子マネーの利用割合が最も高いのは交通機関 

二人以上の世帯について、電子マネーを利用した世帯員がいる世帯の割合を年間収

入階級別にみると、年間収入階級が高いほど割合が高くなる傾向がある。 

また、二人以上の世帯について、電子マネーの利用回数が最も多かった場所の割合

を年間収入階級別にみると、いずれの年間収入階級でも交通機関が最も高い割合を占

めている。（表 17、図 17） 

 
表 17  年間収入階級別電子マネーの利用回数が最も多かった場所（二人以上の世帯） 

（％）

平均
200万円
未満

200～
300万円

300～
400万円

400～
500万円

500～
600万円

600～
700万円

700～
800万円

800～
900万円

900～
1000万円

1000～
1250万円

1250～
1500万円

1500～
2000万円

2000万円
以上

平成20年

電子マネーを利用した世帯員がいる 19.3 5.4 8.3 12.4 15.4 19.4 21.6 27.7 36.5 36.4

  【利用回数が最も多かった場所】

    交通機関 13.4 2.9 5.4 8.3 10.6 13.2 14.5 19.9 27.2 25.6

    コンビニエンスストア 3.4 1.3 1.3 2.0 2.6 3.9 5.0 5.0 5.1 5.6

    その他 2.1 1.1 1.3 1.9 1.9 1.9 2.1 2.6 3.5 4.3

平成21年

電子マネーを利用した世帯員がいる 22.3 7.4 9.5 15.4 18.1 22.8 25.4 31.6 33.8 35.6 40.8 41.7 50.2 42.2

  【利用回数が最も多かった場所】

    交通機関 15.2 4.4 6.5 10.7 11.8 14.9 17.1 21.0 23.7 25.5 29.3 28.8 37.3 31.4

    コンビニエンスストア 3.8 1.4 1.3 2.1 3.2 4.0 4.1 6.0 6.2 5.6 6.9 8.0 8.7 6.6

    その他 3.2 1.5 1.7 2.5 2.8 3.7 3.9 4.4 3.4 4.4 4.5 4.6 3.5 4.2

（注）年間収入階級ごとの世帯総数に対する割合。図17も同じ。
　　平成21年から年間収入階級の区分を変更した。
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図 17  年間収入階級別電子マネーの利用回数が最も多かった場所（二人以上の世帯）－ 平成 21年 
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Ⅲ  ポイントカード等の保有・利用状況 

１ 概要 

(1) ポイントカード等の保有割合が最も高いのは関東地方 

世帯全体において、ポイントカードやマイレージカードを持っている世帯員がいる

世帯の割合は 69.7％となっており、前年に比べ 6.0 ポイントの上昇となっている。こ

れを地方別にみると、関東が 74.5％と最も高く、次いで近畿が 72.7％、北海道が 72.2％

などとなっている。これを前年と比べると、東海では 9.6 ポイントの上昇、北海道で

は 9.4 ポイントの上昇などとなっており、いずれの地方でも上昇となっている。都市

階級別にみると、大都市が 75.1％と最も高くなっている。これを前年と比べると、い

ずれの都市階級でも上昇となっている。 

また、ポイントを交換した世帯員がいる世帯の割合は 20.5％となっており、前年に

比べ 1.9ポイントの上昇となっている。（表 18、図 18） 

表 18  ポイントカード等の保有状況  

（％）

北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国
九州・
沖縄

大都市 中都市
小都市

Ａ
小都市Ｂ
・町村

【ポイントカード等を持っている世帯員がいる】

平成20年(a) 63.7 62.8 56.6 71.1 59.8 56.8 65.9 60.4 56.7 55.4 69.6 66.2 60.4 53.8

　　21　(b) 69.7 72.2 63.7 74.5 65.9 66.4 72.7 68.4 62.8 60.7 75.1 71.0 70.0 57.3

ポイント差(b-a) 6.0 9.4 7.1 3.4 6.1 9.6 6.8 8.0 6.1 5.3 5.5 4.8 9.6 3.5

【ポイントを交換した世帯員がいる】

平成20年(a) 18.6 15.9 17.4 22.5 17.2 13.7 18.4 19.9 16.2 14.7 20.5 19.9 17.3 14.8

　　21　(b) 20.5 17.4 19.3 24.2 18.4 16.7 21.0 20.8 16.1 16.4 23.7 20.8 19.9 15.4

ポイント差(b-a) 1.9 1.5 1.9 1.7 1.2 3.0 2.6 0.9 -0.1 1.7 3.2 0.9 2.6 0.6

（注）地方・都市階級ごとの世帯総数に対する割合。図18も同じ。
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図 18  ポイントカード等の保有状況 － 平成 21年 
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(2) ポイントで交換したもので最も多いのは食品 

世帯全体において、貯めたポイントで交換したもの（複数回答）の割合をみると、

食品（飲料含む）が 6.6％と最も高く、次いで商品券が 5.2％、雑貨が 3.4％などとな

っている。（表 19、図 19） 

 

表 19  貯めたポイントで交換したもの 

（％）

電気製品
1)

携帯電話機
・ＰＨＳ

雑貨
食品
2)

航空券
3)

お食事券
ビデオ・
ＤＶＤ

レンタル
商品券 現金 電子マネー

他の
ポイント

その他

平成20年(a) 2.8 0.7 3.3 5.7 0.4 0.4 0.6 5.2 1.4 0.4 0.4 1.7

　　21　(b) 3.0 0.7 3.4 6.6 0.5 0.4 0.7 5.2 1.5 0.6 0.5 1.7

ポイント差(b-a) 0.2 0.0 0.1 0.9 0.1 0.0 0.1 0.0 0.1 0.2 0.1 0.0
（注）複数回答

1)消耗品含む。

2)飲料含む。

3)アップグレイド含む。  
 

図 19  貯めたポイントで交換したもの － 平成 21年 
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２ 世帯主の年齢階級別 

(1) ポイントカード等の保有割合が最も高いのは 30～39歳の世帯 

二人以上の世帯について、ポイントカードやマイレージカードを持っている世帯員

がいる世帯の割合を世帯主の年齢階級別にみると、30～39歳が 84.1％と最も高く、次

いで 40～49 歳が 84.0％などとなっている。これを前年と比べると、70 歳以上が 7.6

ポイントの上昇、30歳未満が 6.4ポイントの上昇などとなっている。 

また、ポイントを交換した世帯員がいる世帯の割合をみると、40～49歳が 27.1％と

最も高くなっている。これを前年と比べると、70 歳以上が 3.8 ポイントの上昇、60～

69 歳が 2.5ポイントの上昇などとなっている。（表 20、図 20） 

 
表 20  世帯主の年齢階級別ポイントカード等の保有状況（二人以上の世帯） 

（％）

平均 30歳未満 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

【ポイントカード等を持っている世帯員がいる】

平成20年(a) 69.3 75.7 80.7 81.1 74.5 67.0 52.5

　　21　(b) 74.8 82.1 84.1 84.0 80.2 71.9 60.1

ポイント差(b-a) 5.5 6.4 3.4 2.9 5.7 4.9 7.6

【ポイントを交換した世帯員がいる】

平成20年(a) 21.4 19.2 22.9 25.3 24.4 20.5 15.9

　　21　(b) 23.8 21.5 23.9 27.1 26.4 23.0 19.7

ポイント差(b-a) 2.4 2.3 1.0 1.8 2.0 2.5 3.8

（注）年齢階級ごとの世帯総数に対する割合。図20も同じ。  
 

図 20  世帯主の年齢階級別ポイントカード等の保有状況（二人以上の世帯）－ 平成 21年 
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３ 世帯主の職業別 

(1) ポイントカード等の保有割合が最も高いのは会社などの役員の世帯 

二人以上の世帯について、ポイントカードやマイレージカードを持っている世帯員

がいる世帯の割合を世帯主の職業別にみると、会社などの役員が 82.8％と最も高く、

次いで雇用されている人が 81.1％、自営業主・その他が 70.4％などとなっている。 

また、ポイントを交換した世帯員がいる世帯の割合をみると、会社などの役員が

27.5％と最も高くなっている。（表 21、図 21） 

 
表 21  世帯主の職業別ポイントカード等の保有状況（二人以上の世帯） 

（％）

平均 雇用されている人 会社などの役員 自営業主・その他 無職

【ポイントカード等を持っている世帯員がいる】

平成20年(a) 69.3 77.1 78.8 64.6 56.9

　　21　(b) 74.8 81.1 82.8 70.4 64.6

ポイント差(b-a) 5.5 4.0 4.0 5.8 7.7

【ポイントを交換した世帯員がいる】

平成20年(a) 21.4 23.9 27.3 19.4 17.2

　　21　(b) 23.8 25.6 27.5 21.2 21.5

ポイント差(b-a) 2.4 1.7 0.2 1.8 4.3

（注）職業ごとの世帯総数に対する割合。図21も同じ。  
 

図 21  世帯主の職業別ポイントカード等の保有状況（二人以上の世帯）－ 平成 21年 
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(2) ポイントを交換した金額が最も多いのは会社などの役員の世帯 

二人以上の世帯について、ポイントを交換した１世帯当たり１か月間の平均交換金

額を世帯主の職業別にみると、会社などの役員が 7,439 円と最も多く、次いで雇用さ

れている人が 4,907 円、自営業主・その他が 4,337 円などとなっている。（表 22、図

22） 

 
表 22  世帯主の職業別ポイントを交換した１世帯当たり１か月間の平均交換金額（二人以上の世帯） 

（円）

平均 雇用されている人 会社などの役員 自営業主・その他 無職

平成20年 5,635 5,934 8,756 5,420 4,138

　　21　 4,749 4,907 7,439 4,337 4,111

増減率（％） -15.7 -17.3 -15.0 -20.0 -0.7  
 
 

図 22  世帯主の職業別ポイントを交換した１世帯当たり１か月間の平均交換金額(二人以上の世帯)－ 平成 21年 
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４ 年間収入階級別 

(1) ポイントを交換した割合は年間収入階級に比例して高くなる傾向 

二人以上の世帯について、ポイントカードやマイレージカードを持っている世帯員

がいる世帯の割合を年間収入階級別にみると、年間収入階級が高いほど割合が高くな

る傾向がある。 

また、ポイントを交換した世帯員がいる世帯の割合も、年間収入階級が高いほど割

合が高くなる傾向がある。（表 23、図 23） 

 
表 23  年間収入階級別ポイントカード等の保有状況（二人以上の世帯） 

（％）

平均
200万円
未満

200～
300万円

300～
400万円

400～
500万円

500～
600万円

600～
700万円

700～
800万円

800～
900万円

900～
1000万円

1000～
1250万円

1250～
1500万円

1500～
2000万円

2000万円
以上

【ポイントカード等を持っている世帯員がいる】

平成20年 69.3 46.0 54.5 63.2 68.7 74.3 75.5 79.8 85.2 85.6

　　　　21 74.8 52.4 63.4 69.8 75.6 78.9 80.1 83.4 85.9 85.2 88.0 86.8 89.0 87.2

平均
200万円
未満

200～
300万円

300～
400万円

400～
500万円

500～
600万円

600～
700万円

700～
800万円

800～
900万円

900～
1000万円

1000～
1250万円

1250～
1500万円

1500～
2000万円

2000万円
以上

【ポイントを交換した世帯員がいる】

平成20年 21.4 12.2 14.9 17.9 20.1 22.0 23.8 25.5 30.0 30.4

　　　　21 23.8 16.5 17.9 21.7 22.9 26.9 24.8 26.4 28.5 28.3 31.9 30.9 34.2 30.2

（注）年間収入階級ごとの世帯総数に対する割合。図23も同じ。
      平成21年から年間収入階級の区分を変更した。

86.882.8

33.328.0

 
 

図 23  年間収入階級別ポイントカード等の保有状況（二人以上の世帯）－ 平成 21年 
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(2) 年間収入階級 1500 万円以上の世帯ではポイントを交換した平均金額は 10,000 円を

超える 

二人以上の世帯について、ポイントを交換した１世帯当たり１か月間の平均交換金

額を年間収入階級別にみると、1500～2000 万円未満が 11,104 円と最も多く、次いで

2000万円以上が 10,680円、1250～1500万円未満が 7,964円などとなっている。（表 24、

図 24） 

 
表 24  年間収入階級別ポイントを交換した１世帯当たり１か月間の平均交換金額（二人以上の世帯） 

（円）

平均
200万円
未満

200～
300万円

300～
400万円

400～
500万円

500～
600万円

600～
700万円

700～
800万円

800～
900万円

900～
1000万円

1000～
1250万円

1250～
1500万円

1500～
2000万円

2000万円
以上

平成20年 5,635 3,941 2,443 3,696 3,667 4,794 4,560 5,641 8,375 16,605

　　　21 4,749 4,046 3,090 3,518 4,149 4,332 4,593 4,716 4,524 6,389 6,372 7,964 11,104 10,680

（注）平成21年から年間収入階級の区分を変更した。

12,7385,744

 
 

 
図 24  年間収入階級別ポイントを交換した１世帯当たり１か月間の平均交換金額(二人以上の世帯)－ 平成 21年 
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Ⅳ  品目別支出の状況 

１  自動車 

平成 21年６月から、環境性能に優れた自動車への買換え・購入に対する補助制度が開

始され、また、環境性能に優れた自動車に対する自動車重量税等の減免制度が変更され

た（制度及び制度変更の適用は４月までさかのぼって行われた。）。 

二人以上の世帯について、自動車（新車）への支出金額を月別にみると、補助制度の

開始及び減免制度の変更が行われた６月以降は、前年同月に比べ増加となっている。一

方、自動車（中古車）への支出金額は、５月、８月及び９月は前年同月に比べ増加とな

っているものの、その他の月は減少となっている。（表 25、図 25） 

また、自動車（新車）への１世帯当たり１か月間の支出金額を世帯主の年齢階級別に

みると、50～59 歳が 18,678 円と最も多く、次いで 30 歳未満が 12,551 円、30～39 歳が

12,434 円などとなっている。（表 26、図 26） 

 

表 25  自動車への支出金額の対前年同月名目増減率の推移（二人以上の世帯）－ 平成 21年 

 
 

図 25  自動車への支出金額の対前年同月名目増減率の推移（二人以上の世帯）－ 平成 21年 
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表 26  世帯主の年齢階級別自動車への１世帯当たり１か月間の支出金額（二人以上の世帯）－ 平成 21年 

 
 

 

図 26  世帯主の年齢階級別自動車への１世帯当たり１か月間の支出金額（二人以上の世帯）－ 平成 21年 
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２  エコポイント対象商品が含まれる品目 

平成 21年５月から、グリーン家電を購入すると、様々な商品・サービスと交換できる

エコポイントを取得することができる「家電エコポイント制度」が開始された。エコポ

イントの対象商品が含まれる品目への支出の状況は次のとおりとなっている。 

(1) デジタル放送チューナー内蔵テレビ 

二人以上の世帯について、デジタル放送チューナー内蔵テレビへの支出金額を月別

にみると、前年同月に比べ毎月実質増加となっており、特に９月以降は実質増減率が

100％を超える大幅な増加となっている。（表 27、図 27） 

また、デジタル放送チューナー内蔵テレビへの１世帯当たり１か月間の支出金額を

世帯主の年齢階級別にみると、60～69 歳が 3,393 円と最も多く、次いで 50～59 歳が

3,317 円、70歳以上が 3,119円などとなっている。（表 28、図 28） 

 

表 27  デジタル放送チューナー内蔵テレビへの支出金額の対前年同月増減率の推移 

（二人以上の世帯）－ 平成 21年 

 

 

 

図 27  デジタル放送チューナー内蔵テレビへの支出金額の対前年同月増減率の推移 

(二人以上の世帯) － 平成 21年 

 

  

（％）
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名目増減率 8.2 -6.0 17.2 -19.5 11.8 27.9 15.9 14.4 66.8 38.9 41.5 64.8

実質増減率 45.0 28.4 47.8 9.7 54.4 77.4 67.0 66.0 151.2 107.3 117.7 145.2

消費者物価指数変化率 -25.4 -26.8 -20.7 -26.6 -27.6 -27.9 -30.6 -31.1 -33.6 -33.0 -35.0 -32.8

（注）デジタル放送チューナー内蔵テレビの増減率の実質化には消費者物価指数(テレビ(薄型))を用いた。図27も同じ。
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表 28  世帯主の年齢階級別デジタル放送チューナー内蔵テレビへの１世帯当たり１か月間の支出金額 

（二人以上の世帯）－ 平成 21年 

 
 

図 28  世帯主の年齢階級別デジタル放送チューナー内蔵テレビへの１世帯当たり１か月間の支出金額 

（二人以上の世帯）－ 平成 21年 
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(2) 冷蔵庫 

二人以上の世帯について、冷蔵庫への支出金額を月別にみると、５月以降は前年同

月に比べ実質増加となっている。（表 29、図 29） 

 

表 29  冷蔵庫への支出金額の対前年同月増減率の推移（二人以上の世帯）－ 平成 21年 

 

 

図 29  冷蔵庫への支出金額の対前年同月増減率の推移（二人以上の世帯）－ 平成 21年 

 

  

（％）

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

名目増減率 10.7 -21.0 4.0 -12.7 20.6 19.7 12.5 11.3 4.4 16.2 20.5 0.3

実質増減率 22.5 -13.2 16.1 -2.8 34.7 34.8 28.3 25.9 17.7 32.2 45.5 24.6

消費者物価指数変化率 -9.6 -9.0 -10.4 -10.2 -10.5 -11.2 -12.3 -11.6 -11.3 -12.1 -17.2 -19.5

（注）冷蔵庫の増減率の実質化には消費者物価指数（電気冷蔵庫）を用いた。図29も同じ。
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(3) エアコンディショナ 

二人以上の世帯について、エアコンディショナへの支出金額を月別にみると、４月

から８月まで前年同月に比べ実質減少となっている。（表 30、図 30） 

 

表 30  エアコンディショナへの支出金額の対前年同月増減率の推移（二人以上の世帯）－ 平成 21年 

 

 

図 30  エアコンディショナへの支出金額の対前年同月増減率の推移（二人以上の世帯）－ 平成 21年 
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消費者物価指数変化率 9.6 8.0 3.0 -1.2 -3.8 -4.8 -6.0 -7.4 -7.5 -7.4 -10.0 -9.9

（注）エアコンディショナの増減率の実質化には消費者物価指数（ルームエアコン）を用いた。図30も同じ。
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３  有料道路料 

平成 21 年３月 20 日から、全国に先行して東京湾アクアラインと本州四国連絡高速道

路の利用料が引き下げられ、３月 28 日からは、全国の高速道路料金が引き下げられた。

料金の引下げは、ＥＴＣの利用が条件で、地方部の土日祝日の上限が 1,000 円となった

ほか、大都市近郊区間の土日祝日の昼間（６～22 時）の３割引、首都高速道路の日曜祝

日割引、阪神高速道路の土日祝日割引などが実施された（一部の車種を除く。）。 

二人以上の世帯について、有料道路料（ＥＴＣ利用）及び有料道路料（ＥＴＣ以外の

利用）への支出金額を月別にみると、有料道路料（ＥＴＣ利用）への支出は前年同月に

比べ毎月増加しているが、有料道路料（ＥＴＣ以外の利用）への支出は毎月減少してい

る。（表 31、図 31） 

また、有料道路料への支出全体に占める有料道路料（ＥＴＣ利用）への支出の割合の

推移をみると、平成 20年１月以降増加傾向となっており、21年 12月には 85.6％となっ

ている。（表 32、図 32） 

さらに、有料道路料への支出全体に占める有料道路料（ＥＴＣ利用）への支出の割合

を地方別にみると、すべての地方で平成 20年に比べ有料道路料（ＥＴＣ利用）への支出

の割合が上昇している。（表 33、図 33） 

 
表 31 有料道路料への支出金額の対前年同月名目増減率の推移（二人以上の世帯）－ 平成 21年 

 

 

図 31 有料道路料への支出金額の対前年同月名目増減率の推移（二人以上の世帯）－ 平成 21年 
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表 32 有料道路料への支出全体に占める有料道路料（ＥＴＣ利用）への支出の割合の推移（二人以上の世帯） 

 
 
図 32 有料道路料への支出全体に占める有料道路料（ＥＴＣ利用）への支出の割合の推移（二人以上の世帯） 

 
 

表 33 地方別有料道路料への支出全体に占める有料道路料（ＥＴＣ利用）への支出の割合（二人以上の世帯） 

 
 

図 33 地方別有料道路料への支出全体に占める有料道路料（ＥＴＣ利用）への支出の割合（二人以上の世帯） 
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Ⅴ  インターネットを利用した支出の状況 

１ 世帯主の年齢階級別 

二人以上の世帯について、インターネットで購入した商品・サービスへの１世帯

当たり１か月間の支出総額を世帯主の年齢階級別にみると、40～49 歳が 6,739 円

と最も多く、次いで 30～39歳が 6,599円、30歳未満が 5,156円などとなっており、

70 歳以上が 1,273円と最も少なくなっている。（表 34、図 34） 

 
表 34  世帯主の年齢階級別インターネットを利用した１世帯当たり１か月間の支出総額（二人以上の世帯） 

 
 

 

図 34  世帯主の年齢階級別インターネットを利用した１世帯当たり１か月間の支出総額（二人以上の世帯） 
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２ 世帯主の職業別 

二人以上の世帯について、インターネットで購入した商品・サービスへの１世帯

当たり１か月間の支出総額を世帯主の職業別にみると、会社などの役員が 5,998 円

と最も多く、次いで雇用されている人が 5,211円、自営業主・その他が 3,430 円な

どとなっている。（表 35、図 35） 

 
表 35  世帯主の職業別インターネットを利用した１世帯当たり 1か月間の支出総額（二人以上の世帯） 

 
 
 

図 35  世帯主の職業別インターネットを利用した１世帯当たり１か月間の支出総額（二人以上の世帯） 
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３ 年間収入階級別 

二人以上の世帯について、インターネットで購入した商品・サービスへの１世帯

当たり１か月間の支出総額を年間収入階級別にみると、年間収入階級が高いほど支

出総額が多くなる傾向があり、1500～2000 万円未満の世帯では 13,986 円となって

いる。（表 36、図 36） 

 
表 36  年間収入階級別インターネットを利用した１世帯当たり１か月間の支出総額（二人以上の世帯） 

 
 

図 36  年間収入階級別インターネットを利用した１世帯当たり１か月間の支出総額 

（二人以上の世帯）－ 平成 21年 
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４ 世帯人員別 

世帯全体において、支出総額に占めるインターネットで購入した商品・サービス

への支出総額の割合を世帯人員別にみると、単身が 1.7％と最も高く、次いで４人が

1.5％、５人が 1.3％などとなっており、２人が 0.8％と最も低くなっている。（表 37、

図 37） 

 
表 37 世帯人員別支出総額に占めるインターネットを利用した支出総額の割合 

 
 

 

図 37 世帯人員別支出総額に占めるインターネットを利用した支出総額の割合 
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